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社会資本のメンテナンスに

関する研究の推進 

（研究期間：平成26年度～）
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１．はじめに 

国土交通省では、平成30年11月に「国土交通省所

管分野における社会資本の将来の維持管理・更新費

の推計」を公表した。長期的な費用の増加の程度は、

2018年度の5.2兆円に対し、20年後、30年後ともに約

1.3倍となり、26年後に最大の1.4倍の7.1兆円と推計

された。これは、予防保全の考え方によるインフラ

メンテナンスの実施を前提とした推計であり、事後

保全の考え方では大幅な増加が見込まれる。今後も

引き続き、新技術やデータの積極的活用等による効

率化を図り、持続的・実効的なインフラメンテナン

スの実現に資する研究開発が求められている。

２．国総研におけるメンテナンス研究 

このような背景のもと、国総研

では、メンテナンスサイクルを確

立するため、マネジメントの視点

に留意しつつ、維持管理に関わる

技術研究開発を推進している。ま

た、メンテナンス全般に共通する

課題解決に資するべく、各分野間

の情報共有に取り組んでいる。 

加えて、戦略的イノベーション

創造プログラム（SIP）や、官民研

究開発投資拡大プログラム

（PRISM）等、政府の科学技術イノ

ベーション政策の枠組みの活用や、

下水道革新的技術実証研究 

（B-DASHプロジェクト）等、民間と連携した手法の

活用により、維持管理に係る研究開発の推進を図っ

ている。 

各分野における政策とメンテナンスサイクル確立

の促進の視点を踏まえた取組を表に示す。 

３．おわりに 

国総研においては、引き続き、現場の課題・ニー

ズと最新技術動向の把握に努め、既往の研究成果の

レビューを行った上で、維持管理分野における研究

開発、現場への技術指導を実施し、これらの成果、

進捗状況等について対外的発信に努めていきたい。 
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政策 法定化等

●点検の法定化（H25.9） 
近接目視点検 

●点検の法定化（H25.12）

目視その他適切な方法による

点検 

●点検の法定化（H27.11） 

目視その他適切な方法による点検 
●定期報告制度の改正

（H20.4） 
従前の定期調査に加え、竣

工・外壁改修等から 10 年毎

の全面打診等調査義務化 
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●健全度の判定区分の設

定 
●定期点検要領の策定（道

路橋、道路トンネル等） 

●点検結果評価の判定基準

の 設定 
●堤防等河川管理施設及び

河道の点検要領の改正、ダム

総合点検実施要領の策定 

●点検調査評価の判定基準設定 
●下水道維持管理指針の改定

●B-DASH（管渠マネジメントシス

テム技術）ガイドラインの策定 

●剥落による災害防止のた

めのタイル外壁、モルタ ル

塗り外壁診断指針 

点検支援

技術開発

●道路橋の近接目視点検

ロボット等の実証（H26～

H30 年度、社会インフラ維

持管理 SIP） 

●3D レーザースキャナと水中

3D スキャナーによる維持管理 
点検技術、河床の洗掘把握と 
河川護岸の概査を効率的に行

うロボット等の実証（H26～

H30 年度、社会インフラ維持

管理 SIP） 

●テレビカメラ調査のスクリーニン

グ手法の開発（H22～H24 年度、

総プロ） 
●新型管路調査機器の要求水 準

の調査（H25～28 年度 総プロ）

●下水管路調査優先度判定システ

ムの開発（H25～28 年度 総プロ）

●壁面を自走する外壁診断

装置を開発済（H22～H24
年度、予防保全総プロ）

●湿式外壁の調査方法の

合理化の検討（基準整備 
促進事業 H27～H28 年度） 

措置 維持修繕

●施工箇所点在型工事や補修の技術的課題に対応した技

術提案・交渉方式による入札契約方式等の実施（国交省） 
●現場条件等に見合った維持修繕工事費の積算手法の開

発（H25～28 年度 総プロ）

●関係団体による下水道管理に関

する積算資料（下水道協会等） 
●建築物の所有者・管理者

に外壁の補修・修繕を促す

情報ツール開発（H25～28
総プロ）

記録

情報の一

元管理と

活用 

●点検でのタブレット等の

利用 
●全国道路橋データベース

等（橋梁諸元情報、点検結

果）のデータ更新、利用 

●点検でのタブレット等の利用

●河川維持管理データベース

（RMDIS）のデータ更新、利用

●ダム維持管理データベース

のデータ更新、利用 

●点検でのタブレット等の利用

●下水道管路情報の蓄積・利活用

のための技術資料作成（H25～28
年度 総プロ） 

●定期報告の電子データ

化、データベース化に向けた

技術資料作成（H25～28 年

度 総プロ） 

●施設情報収集・集約技術の開発（H25～28 総プロ） 

 
出典：総合技術開発プロジェクト「社会資本等の維持管理効率化・高度化のための情報蓄積・

利活用技術の開発」報告書（一部修正） 

河川分野における三次元
地形データの活用と期待
される効果
（研究期間：平成29年度～）
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（キーワード） レーザ測量、三次元地形データ、堤防点検

１．測量技術の進展と河川分野での活用

現在、河川堤防の点検は堤防上を複数人で歩き、

目視により法崩れや動物の巣穴など堤防表面に生じ

た変状を発見している。これには、多くの人員と時

間を要することから、効果的で効率的な点検方法の

確立が求められている。一方、レーザ測量機器につ

いては、測量精度の向上や機器の小型化など、顕著

な技術の進展が見られる。以下では、河川分野にお

ける一つの活用事例として、レーザ測量機器により

取得した三次元地形データを、河川堤防の点検へ適

用した結果について報告する。

２．三次元地形データを用いた堤防の変状の検出

兵庫県北東部を流れる円山川（右岸9.2k～10.2k）

の堤防で、レーザ測量機器を搭載した無人航空機（以

下、UAVレーザ）及び大型除草機械（以下、除草機

レーザ）により三次元地形データを取得し、そのデ

ータから堤防の変状の検出を試みた。具体的には、

取得した三次元地形データから「等高線図」、｢傾斜

図」、｢段彩図」、「陰影図」、「地下開度図」の5

種類の図を作成し、河川点検士等の資格を有する、

堤防点検に熟練した5人の技術者に、これらの図を確

認させ、点検の対象とする変状を読み取ることがで

きるかを確認した。その結果、最も多くの変状が判

読された描画方法は傾斜図(図-1）であった。傾斜図

は地形の傾斜量を表現したものであり、モグラ穴、

ガリ、陥没などを検出しやすいことが確認された。

図-2は、上記の傾斜図から読み取ることができた

変状の種類と数を示す。同図には、比較のため、通

常の目視点検で確認した結果を合わせて示す。モグ

ラ穴等、変状の範囲に対して深さが深いものは検出

図-1 変状箇所周辺を表示した傾斜図と現地の様子

図-2 変状の傾斜図判読結果と目視点検結果の比較

数が多くなるが、寺勾配(寺の屋根の様に、上にいく

ほど急になりそり上がる勾配)等、変状の範囲に対し

て深さが浅い変状は、傾斜量が大きく変化しないた

め検出が難しくなることが確認された。また、除草

機レーザの測量点数はUAVレーザの100倍程度であ

り、小さな変状を表現した傾斜図を作成することが

できるため、検出数に差が生じたことが確認された。

３．今後の活用の展望

今回の検討により堤防の変状を三次元地形データ

から検出できる可能性が示唆された。従来の点検を

効率化するために三次元地形データを活用するには

検出精度のさらなる向上や、地形変化を伴わない変

状(植生不良等)の検出も必要である。

今後は、三次元地形データの機械学習により、堤

防の変状を自動判読する技術の可能性も含め検討を

進めていく予定である。

☞詳細情報はこちら

1)「河川堤防の状態見える化技術」SAT TECHNOLOGY SHOWCASE 2019

http://www.science-academy.jp/showcase/18/pdf/P-081_showca

se2019.pdf
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